








４　これまでの羽村市の産業振興施策

　市は、「羽村市産業振興計画」（平成 28 年 3 月策定）で掲げた施策を中心に、6 年間、市

の産業振興に関する支援を行ってきました。第二次羽村市産業振興計画の策定にあたり、そ

の間の施策の実績・成果をまとめました。

①工業に係る主な成果

▶ 企業活動支援のため、中小企業診断士等の資格を持った企業活動支援員を配置

　　企業による様々な相談ごとへの対応、経営診断、各種支援策の展開、国・都補助金の紹

　介及び申請支援などワンストップで対応できる体制を整備し、企業活動支援の強化・徹底

　を図った。また、平成 30年度より 1名増員し、より手厚い支援を行っている。

　　・訪問回数：工業系事業所 6,082 回（平成 27～令和 2年度実績　延べ）

▶ 「企業誘致促進制度」の充実

　　市外企業等の転入用地・転入工場等について、調査及び情報提供を実施した。

　　平成 16 年度に企業誘致促進制度を創設し、新規操業・転入により、市内の工業系指定

　地域で新たに操業を開始した事業所に対し、固定資産税・都市計画税相当額を 3 年間交付

　した。平成 30 年度には、本社機能を移した企業や市民を雇用した場合の奨励金を増額し、

　また令和 2年度には対象業種を拡充する制度改正を行った。

　　・誘致実績：4社（平成 27～令和 2年度累計）

▶ 「中小企業技術力向上及び人材育成支援制度」の充実

　　市内製造業の技術力向上及び人材育成支援のため、企業・事業所が負担した従業員等が

　受講した講習会、研修、資格取得などに要した経費を助成。令和 2 年度より、助成対象を

　全業種に拡大した（一部業種を除く）。

　　・支援実績：90社（受講・資格取得者 426 人　平成 27～令和 2年度実績　延べ）

▶ 「中小企業販路開拓支援事業」の充実

　　市内中小企業が展示会や見本市へ出展する際の費用、パンフレット等の作成費や運搬経

　費などを助成。令和 2年度には、助成対象を全業種に拡大した（一部業種を除く）ほか、ホー

　ムページの作成や変更にかかる費用も助成対象とした。

　　　・支援実績：87社（平成 27～令和 2年度実績　延べ）

（1）第一次羽村市産業振興計画の主な成果

5






